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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ボールミル又は撹拌型ボールミル（１）用の予粉砕装置（７）であって、
　前記予粉砕装置（７）は、前記ボールミル又は前記撹拌型ボールミル（１）の被粉砕物
入口（４）及び粉砕チャンバ（2R）の間に配置されると共に、固定的な第１粉砕手段（9
，20）及び回転可能な第２粉砕手段（8，30）を含み、また前記第１粉砕手段（9，20）及
び前記第２粉砕手段（8，30）の間に粉砕ギャップ（Ｓ）が形成され、
　更に前記固定的な第１粉砕手段（9，20）は、粉砕容器（２）内に配置された粉砕リン
グとして構成されている、予粉砕装置において、
　前記固定的な第１粉砕手段（20）は、内歯システムを含み、
　前記第２粉砕手段（30）は、第１サブ領域（34）及び第２サブ領域（35）を含み、前記
第２サブ領域（35）は、被粉砕物用のガイド構造を有することにより、被粉砕物を前記第
１サブ領域方向（34）にガイド可能であり、
　前記第２粉砕手段（30）における少なくとも前記第１サブ領域（34）は、第１外歯シス
テムを含み、
　前記第１粉砕手段（20）及び前記第２粉砕手段（30）は、前記第２粉砕手段（30）の前
記第１サブ領域（34）における前記外歯システムの大部分が前記第１粉砕手段（20）の前
記内歯システムに係合するように配置されているため、前記粉砕ギャップ（Ｓ）が形成さ
れており、
　前記第２粉砕手段（30）は、前記第２サブ領域（35）にて第２外歯（37）を有する第２
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外歯システムを含み、
　前記第２外歯（37）は、前記第２粉砕手段（30）の前記第１サブ領域（34）における前
記第１外歯（36）が有する第１の歯丈及び歯幅よりも大きな、第２の歯丈及び歯幅を有し
、
　また前記第２外歯システムにより、被粉砕物用のガイド構造が形成されており、
　前記第２外歯（37）の歯幅は、前記第２サブ領域（35）の自由端から、隣接する前記第
１サブ領域（34）方向に増加し、及び／又は、前記第２外歯（37）の歯丈は、隣接する前
記第１サブ領域（34）方向に低下していることを特徴とする、予粉砕装置。
【請求項２】
　請求項１に記載の予粉砕装置（７）であって、前記外歯（37）の外側面（AF35）を画定
する側面は湾曲し、特に側面の一方はより大きく湾曲している、予粉砕装置。
【請求項３】
　請求項１又は２に記載の予粉砕装置（７）であって、前記第２粉砕手段（30）の前記第
１サブ領域（34）における第１外歯システムは、前記第２粉砕手段（30）の前記第２サブ
領域（35）における前記外側面（AF35）上にわたって構成されている、予粉砕装置。
【請求項４】
　請求項１～３の何れか一項に記載の予粉砕装置（７）であって、前記回転可能な第２粉
砕手段（30）における前記第２サブ領域（35）は、円錐台底面（GF）及び円錐台頂面（DF
）を含む円錐台として構成され、
　前記回転可能な第２粉砕手段（30）における前記第１サブ領域（34）は、円筒状底面（
ZF）を含む略円筒状領域として構成され、
　前記円錐台底面（GF）及び前記円筒状底面（ZF）はほぼ同一に構成され、
　前記円筒状底面（ZF）を含む前記略円筒状領域（34）は、前記円錐台領域（35）におけ
る前記円錐台底面（GF）に隣接している、予粉砕装置。
【請求項５】
　請求項４に記載の予粉砕装置（７）であって、前記略円筒状領域（34）は、第１の歯丈
及び歯幅を有する第１外歯（36）で構成された第１外歯システムを含み、前記第１外歯（
36）は、第１粉砕手段（20）における内歯システムの内歯（26）にほぼ対応するように構
成され、
　前記第１粉砕手段（20）及び第２粉砕手段（30）は、前記円筒状領域（34）における前
記外歯システムの大部分が前記第１粉砕手段（20）の前記内歯システムに係合するように
配置されているため、前記粉砕ギャップ（Ｓ）が形成されている、予粉砕装置。
【請求項６】
　請求項４又は５に記載の予粉砕装置（７）であって、前記第２粉砕手段（30）は、前記
円錐台領域（35）における前記円錐台頂面（DF）及び前記円錐台底面（GF）の間の外側面
（AF35）領域にて、第２外歯（37）を有する第２外歯システムを含み、
　前記第２外歯（37）は、前記第２粉砕手段（30）の前記円筒状領域（34）における前記
第１外歯（36）が有する第１の歯丈及び歯幅よりも大きな、第２の歯丈及び歯幅を有する
、予粉砕装置。
【請求項７】
　請求項６に記載の予粉砕装置（７）であって、前記第２外歯（37）の歯幅は、前記円錐
台領域（35）の前記円錐台頂面（DF）から前記円筒状領域（34）方向に増加し、及び／又
は、前記第２外歯（37）の歯丈は、前記円筒状領域（34）方向に低下し、特に前記外歯（
37）を画定する側面の前記外側面（AF35）は湾曲し、とりわけ側面の一方はより大きく湾
曲している、予粉砕装置。
【請求項８】
　請求項５～７の何れか一項に記載の予粉砕装置（７）であって、前記第２粉砕手段（30
）の前記円筒状領域（34）における前記外歯システムは、前記第２粉砕手段（30）の前記
第２円錐台領域（35）における前記第２外歯システムの前記外側面（AF35）上にわたって
構成されている、予粉砕装置。
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【請求項９】
　ボールミル又は撹拌型ボールミル（１）の被粉砕物入口（４）及び粉砕チャンバ（2R）
の間に配置された予粉砕装置（７）を備える前記ボールミル、特に前記撹拌型ボールミル
（１）であって、
　前記予粉砕装置（７）は、固定的な第１粉砕手段（9，20）及び回転可能な第２粉砕手
段（8，30）を含み、また前記第１粉砕手段（9，20）及び前記第２粉砕手段（8，30）の
間に粉砕ギャップ（Ｓ）が形成され、
　更に前記固定的な第１粉砕手段（9，20）は、粉砕容器（２）内に配置された粉砕リン
グとして構成されているボールミルにおいて、
　前記固定的な第１粉砕手段（20）は、内歯システムを含み、
　前記第２粉砕手段（30）は、第１サブ領域（34）及び第２サブ領域（35）を含み、前記
第２サブ領域（35）は、被粉砕物用のガイド構造を有することにより、被粉砕物を前記第
１サブ領域方向（34）にガイド可能であり、
　前記第２粉砕手段（30）における少なくとも前記第１サブ領域（34）は、第１外歯シス
テムを含み、
　前記第１粉砕手段（20）及び前記第２粉砕手段（30）は、前記第２粉砕手段（30）の前
記第１サブ領域（34）における前記外歯システムの大部分が前記第１粉砕手段（20）の前
記内歯システムに係合するように配置されているため、前記粉砕ギャップ（Ｓ）が形成さ
れており、
　前記第２粉砕手段（30）は、前記第２サブ領域（35）にて第２外歯（37）を有する第２
外歯システムを含み、
　前記第２外歯（37）は、前記第２粉砕手段（30）の前記第１サブ領域（34）における前
記第１外歯（36）が有する第１の歯丈及び歯幅よりも大きな、第２の歯丈及び歯幅を有し
、
　また前記第２外歯システムにより、被粉砕物用のガイド構造が形成されており、
　前記第２外歯（37）の歯幅は、前記第２サブ領域（35）の自由端から、隣接する前記第
１サブ領域（34）方向に増加し、及び／又は、前記第２外歯（37）の歯丈は、隣接する前
記第１サブ領域（34）方向に低下していることを特徴とする、ボールミル。
【請求項１０】
　請求項９に記載のボールミル、特に撹拌型ボールミル（１）であって、請求項１～８の
何れか一項に記載の予粉砕装置（７）を備える、ボールミル。
 
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、請求項１の前提部分の特徴に係るボールミル又は撹拌型ボールミル用の予粉
砕装置と、請求項11の前提部分の特徴に係る予粉砕装置を備えるボールミルとに関する。
【背景技術】
【０００２】
　本発明は、ボールミル又は撹拌型ボールミル用の予粉砕装置、及び予粉砕装置を備える
ボールミルに関する。ボールミルとは、被粉砕物を、粗粉砕、微粉砕及び超微粉砕するた
めの装置、又は均一化するための装置である。ボールミルは、粉砕体によって被粉砕物が
粉砕される回転可能な粉砕チャンバを備える。ボールミルは通常、水平方向に回転可能に
支持された略円筒状の粉砕容器を備える。このようなミルは、端部壁の１つに設けられた
中央開口、いわゆる被粉砕物入口を介して充填される。また出力は、構成に依存すると共
に、例えばミルの端部におけるチャンバ壁のスロットを介して生じる。その際、粉砕体は
、分離装置によって引き留められる。
【０００３】
　ボールミルの特殊形式として、撹拌型ボールミルを挙げることができる。撹拌型ボール
ミルは、垂直方向又は水平方向に配置された、通常は略円筒状の粉砕容器を備える。粉砕
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容器内には、70％～90％の割合で粉砕体が充填される。また撹拌型ボールミルにおける粉
砕チャンバは、基本的に固定的かつ非回転式に支持される。更に適切な撹拌要素を有する
撹拌器により、粉砕体の活発な運動が生じる。これに加えて、被粉砕物が混合された懸濁
液は、ポンプによって粉砕チャンバ内に連続的に送給される。この場合、懸濁物は、粉砕
体の間にて、衝撃力やせん断力により粉砕又は分散される。被粉砕物及び粉砕体の分離は
、適切な分離装置により、ミルの出口にて行われる。
【０００４】
　特許文献１（旧東ドイツ経済特許第217434号明細書）には、垂直方向に配置された撹拌
型ボールミルが開示され、撹拌シャフトに結合された予粉砕装置を上部入口領域に備える
。この予粉砕装置は、撹拌シャフト上に回転可能に配置された粉砕コーン、及び粉砕容器
に固定された粉砕リングを含む。被粉砕物は、粉砕コーン及び粉砕リングの間の粉砕ギャ
ップに導入されることにより予粉砕され、その後、撹拌シャフト及び粉砕体により、更な
る加工が行われる粉砕容器内に落下する。
【０００５】
　特許文献２（ドイツ特許出願公開第102008058585号明細書）には、水平方向に配置され
た粉砕容器と、撹拌シャフトとを備える撹拌型ボールミルが開示されている。この場合、
被粉砕物入口及び粉砕チャンバの間に、粉砕チャンバに対するギャップ保護部を含む予粉
砕装置が設けられている。これにより、粉砕体が予粉砕装置内に逆流することが回避され
る。
【０００６】
　特許文献３（欧州特許第1980323号明細書）には、ロータバーを含む切削ロータを備え
る切削システムが開示されている。この場合、外方を指向するロータバーの面には、切削
エッジを有するロータ切削プレートが固定されている。切削ロータ周りには、環状ベース
及びステータバーを含むステータリングが配置されている。これらステータバーは、内方
を指向し、かつステータ切削プレートを含むステータ凹部を有する。各ステータ切削プレ
ートは、各ロータ切削プレートの反対側に位置するよう配置かつ固定されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００７】
【特許文献１】旧東ドイツ経済特許第217434号明細書
【特許文献２】ドイツ特許出願公開第102008058585号明細書
【特許文献３】欧州特許第1980323号明細書
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　本発明の課題は、被粉砕物における固体成分の予粉砕を改善すること、特に粗粒子及び
／又は不純物による詰まりを低減又は最小化する予粉砕装置を提供することである。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　上述した課題は、請求項１の特徴を有するボールミル及び／又は撹拌型ボールミル用の
予粉砕装置と、請求項11の特徴を有する予粉砕装置を備えるボールミルにより解決される
。他の有利な構成は、従属請求項に記載した通りである。
【００１０】
　本発明は、ボールミル又は撹拌型ボールミル用の予粉砕装置に関する。予粉砕装置は、
粉砕容器内にて、ボールミル又は撹拌型ボールミルの被粉砕物入口及び粉砕チャンバの間
に配置されると共に、特に被粉砕物の予粉砕をするよう機能する。これにより、粉砕チャ
ンバ内に導入される被粉砕物は、好適には、予め定められた最大の大きさを有する成分だ
けを含有する。予粉砕装置は、固定的な第１粉砕手段及び回転可能な第２粉砕手段を含み
、これら２個の粉砕手段の間にギャップが形成される。固定的な第１粉砕手段は、特に粉
砕チャンバ内に配置される粉砕リングとして構成する。
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【００１１】
　本発明において、固定的な第１粉砕手段は、内歯システムを含み、第２粉砕手段は、第
１サブ領域及び第２サブ領域を含む。粉砕ギャップは、特に固定的な第１粉砕手段及び第
２粉砕手段における第２サブ領域の間に形成される。第２粉砕手段における第２サブ領域
は、被粉砕物用のガイド構造を有する。このガイド構造は、特に、被粉砕物入口を介して
導入される被粉砕物を、第２粉砕手段における第１サブ領域方向に供給し、従って粉砕リ
ング及び第１サブ領域の間に形成される予粉砕装置の粉砕ギャップ方向に供給するよう機
能する。
【００１２】
　第２粉砕手段における第１サブ領域は、第１外歯システムを含む。第１粉砕手段及び第
２粉砕手段は、第２粉砕手段の第１サブ領域における外歯システムの大部分が第１粉砕手
段、特に粉砕リングの内歯システムに係合するように配置されるため、粉砕ギャップが形
成される。この粉砕ギャップにより、内歯システム及び外歯システムの間に最小間隔が規
定される。これら内歯システム及び外歯システムを、例えば、形状が互いにほぼ適合する
ように構成することができる。ただし、これら歯は、粉砕ギャップの最小間隔によって互
いに離間させるため、２個の粉砕手段における歯が互いに接触することはない。
【００１３】
　好適な実施形態において、第２粉砕手段における第２サブ領域のガイド構造は、第２サ
ブ領域における粗い外歯システムによって構成される。特にこの第２サブ領域は、第２の
歯丈及び歯幅を有する第２外歯で構成される第２外歯システムを含む。この場合に第２の
歯丈及び歯幅は、第２粉砕手段の第１サブ領域における上述した第１外歯が有する第１の
歯丈及び歯幅よりも大きい。
【００１４】
　粗い外歯システムにおける個別の歯が有する歯幅は、特に第２サブ領域における自由端
から、隣接する第１サブ領域方向に増加する構成とする。代替的又は付加的には、第２外
歯の歯丈は、隣接する第１サブ領域方向に低下する構成とすることができる。歯の形状に
ついての記載は、特に第２外歯の外側面に関連する。
【００１５】
　本発明の実施形態において、第２外歯の外側面を画定する側面は湾曲している。特に外
側面を画定する側面の一方は、より大きく湾曲させるため、第２外歯の外側面は、隣接す
る第１サブ領域方向に拡大する。
【００１６】
　本発明の実施形態において、第２粉砕手段の第１サブ領域における第１外歯システムは
、第２サブ領域における第２外歯システムの外側面上に亘って延びる構成とする。即ち、
第２サブ領域には、いわゆる二重の歯システムが構成される。この場合、粗い外歯システ
ムの外側面上に微細な歯システムが構成される。この微細な歯システムは、第２粉砕手段
の第１サブ領域における第１外歯システムと実質的に対応する。
【００１７】
　特に好適な実施形態において、回転可能な第２粉砕手段における第２サブ領域は、円錐
台底面及び円錐台頂面を含む円錐台領域として構成される。第１サブ領域を、円筒状底面
を含む略円筒状領域として構成することができる。代替的には、第１サブ領域も円錐台領
域として構成することができる。第２サブ領域における円錐台底面及び第１サブ領域にお
ける円筒状底面は、ほぼ対応する。円筒状底面を含む略円筒状領域は、円錐台領域におけ
る円錐台底面に隣接して配置される。この実施形態において、第１の歯丈及び歯幅を有す
る第１外歯で構成される第１外歯システムは、略円筒状領域に割り当てられる。第１外歯
は、粉砕手段における内歯システムの内歯と対応し、特に粉砕リングにおける内歯システ
ムの内歯と対応する。第１粉砕手段及び第２粉砕手段は、第２粉砕手段の第１円筒状領域
における外歯システムの大部分が第１粉砕手段の内歯システムに係合するように配置され
るため、粉砕ギャップが形成される。この粉砕ギャップにより、内歯システム及び外歯シ
ステムの間に最小間隔が規定される。
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【００１８】
　第２粉砕手段における円錐台領域は、円錐台頂面及び円錐台底面の間の外側面領域にて
、第２外歯を有する第２外歯システムを含む。これら第２外歯が有する第２の歯丈及び歯
幅は、第２粉砕手段の円筒状領域における第１外歯が有する第１の歯丈及び歯幅よりも大
きい。更に、第２外歯の歯幅を、円錐台頂面から円筒状領域方向に増加させ、及び／又は
、第２外歯の歯丈は、円筒状領域方向に低下させることができる。特に外歯の外側面を画
定する各側面又は各エッジを湾曲させ、とりわけ各側面の一方をより大きく湾曲させるた
め、第２外歯が円筒状領域方向に拡大する。第２粉砕手段の円筒状領域における第１外歯
システムは、好適には、第２粉砕手段の円錐台領域における第２外歯システムの外側面上
にわたって延びる構成とする。
【００１９】
　本発明は、粗成分、特にナッツを、ボールミル又は撹拌型ボールミルの入口領域、とり
わけ被粉砕物入口及び粉砕チャンバの間で予粉砕するための装置に関する。本発明のボー
ルミル又は撹拌型ボールミルは、特に湿式粉砕に使用されるが、乾式粉砕に使用すること
もできる。予粉砕装置は、特に２パーツ式に構成され、固定的な粉砕リング及び可動に配
置される粉砕手段、とりわけ回転可能に配置される粉砕手段を含む。粉砕リングは、内周
面領域に内歯システムを含む。粉砕手段は、第１材料厚さ及び／又は第１材料高さを有す
る第１歯が形成される第１領域と、第１材料厚さ及び／又は第１材料高さを有する第１歯
、並びに第２材料厚さ及び／又は第２材料高さを有する第２歯が形成される第２領域とを
含む。第１材料厚さ及び／又は第１材料高さは、好適には、第２材料厚さ及び／又は第２
材料高さよりも小さい。特に、粉砕手段の歯が有する第１材料厚さ及び／又は第１材料高
さは、粉砕リングの内歯が有する材料厚さ及び／又は材料高さと対応する。粉砕手段の第
２歯は、予粉砕装置の入口領域にて、粉砕リング領域における粉砕手段の第１歯よりも大
幅に厚く構成される。
【００２０】
　第２粉砕手段における第２領域の粗い第２歯はテーパ付けされる。この場合に歯は、特
に、円錐状の粉砕手段における自由端領域方向、即ち粉砕リングから離れた方向、又は円
錐台として構成される粉砕手段における頂面方向にテーパ付けされる。
【００２１】
　第２粉砕手段における相対的に大きな第２歯により、粗粒子がより良好に捕捉され、予
粉砕される。予粉砕装置全体は、可能な限りデッドスペースが形成されないように、被粉
砕物入口及び粉砕チャンバの間に配置される。これにより、粗粒子及び／又は不純物の詰
まりが回避される。本発明は、チョコレートマス、チョコレート・フィリング及び他の食
品を製造するために、特にボールミル又は撹拌型ボールミルに適用される。ただし本発明
は、他の製品の粉砕にも適しており、被粉砕物を含有する懸濁液、又は適切な寸法であれ
ば鉱業関連の被粉砕物の予粉砕にも適用できる。
【００２２】
　上述してきたように、本発明の新規性は、微細な歯システムを、粗い歯システム、特に
テーパ付けされた粗い歯システムと組み合わせ、粗い製品成分、特に被粉砕物中に異なる
大きさの製品成分が含まれる場合に、より良好な導入挙動が生じる点にある。粗い歯シス
テムにより、入口側により大きな歯丈が形成される。従って、本発明に係る予粉砕装置を
使用すれば、より好適なポンプ作用及び／又は乱流が生じ、入口領域における被粉砕物又
は製品の付着が回避される。
【００２３】
　製造された第１粉砕手段、特に内歯システムが設けられる粉砕リングは、ボールミル又
は撹拌型ボールミルが備える粉砕チャンバ内に配置かつ固定される。この場合に粉砕リン
グは、ボールミル又は撹拌型ボールミルの内部が粉砕チャンバ及び予粉砕チャンバに分割
されるように配置される。第２粉砕手段は、粉砕容器の長手方向軸線に沿って回転可能な
シャフトに配置かつ固定される。これにより、第１外歯を含む第２粉砕手段における第１
サブ領域は、第１外歯の大部分が粉砕リングの内歯システムに係合するように配置される
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ため、最小間隔を規定する粉砕ギャップが形成される。この場合、第２粉砕手段における
第２サブ領域は、ボールミル又は撹拌型ボールミルの被粉砕物入口及び予粉砕チャンバ又
は粉砕チャンバの間に配置される。
【００２４】
　基本的に固定的な第１粉砕手段は、粉砕容器の内径にほぼ対応する外径を有し、粉砕容
器内に配置かつ固定される。本発明の実施形態において、第２粉砕手段は、撹拌型ボール
ミルにおける回転可能な撹拌シャフトに配置かつ固定される。予粉砕装置がボールミルに
使用される場合には、第２粉砕手段用に個別の駆動部が設けられる。
【００２５】
　本発明に係る装置を使用すれば、大型ミル、特に湿式粉砕ミルに導入される被粉砕物は
、粉砕チャンバ内で粉砕補助手段によって更に加工される前に、有利に予粉砕することが
できる。回転可能な粉砕手段における粗い歯システムにより、粉砕チャンバ内への被粉砕
物の導入も改善され、被粉砕物入口及び粉砕チャンバの間の予粉砕チャンバにおける残留
物の少なくとも大部分が回避される。
【００２６】
　本発明に係る予粉砕装置を、ミルのアセンブリに際して、ミル内に直接に統合すること
ができる。ただし、本発明に係る予粉砕装置をミルに後発的に取り付けてもよい。この場
合、既存の予粉砕装置を必要に応じて先に取り外しておく必要がある。
【００２７】
　以下、本発明の実施形態及びその利点を添付図面に基づいて詳述する。図面における個
々の要素の寸法比は、必ずしも実寸比と対応しているわけではない。これは、幾つかの形
態は簡略化した状態で表され、また他の幾つかの形態は、明瞭性を高める見地から、他の
要素に比べて拡大した状態で表されているからである。
【図面の簡単な説明】
【００２８】
【図１】垂直方向に配置された粉砕容器及び撹拌器を備える従来技術に係る撹拌型ボール
ミルの略図である。
【図２】水平方向に配置された粉砕容器及び撹拌器を備える従来技術に係る撹拌型ボール
ミルの略図である。
【図３】本発明に係る予粉砕装置における第１粉砕手段の様々な説明図である。
【図４】本発明に係る予粉砕装置における第２粉砕手段の様々な説明図である。
【図５】第１粉砕手段及び第２粉砕手段の間における歯システムの詳細図である。
【図６】本発明に係る予粉砕装置の断面図である。
【発明を実施するための形態】
【００２９】
　同一要素又は同一作用を有する要素については、同一参照符号で表すものとする。また
明瞭性を高める見地から、個々の図面における参照符号は、個々の図面の記載にとって必
要なものに限定してある。図面における各実施形態は、本発明に係る装置や方法の構成を
例示するものにすぎず、これらに限定されるわけではない。
【００３０】
　図１は、垂直方向に配置された粉砕容器２及び撹拌器３を備える従来技術に係る撹拌型
ボールミル1aの略図を示す。撹拌型ボールミル1aは、上側被粉砕物入口４と、分離装置６
が割り当てられた下側被粉砕物出口５とを備える。分離装置６により、粉砕体（図示せず
）が粉砕容器２内に引き留められる。撹拌型ボールミル1aは、撹拌器３の撹拌シャフト３
＊に結合された予粉砕装置７を更に備える。この予粉砕装置７は、撹拌シャフト３＊上に
回転不能に配置された粉砕コーン８、及び粉砕容器２に固定された粉砕リング９を含む。
被粉砕物は、粉砕コーン及び粉砕リングの間の粉砕ギャップＳに導入されることにより予
粉砕され、その後、撹拌器３及び粉砕体を使用した更なる加工が行われる粉砕容器２内に
落下する。その後に被粉砕製品は、被粉砕物出口５を介して、撹拌型ボールミル1aから導
出される。
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【００３１】
　図２は、水平方向に配置された粉砕容器２及び撹拌器３を備える従来技術に係る他の撹
拌型ボールミル1bの略図を示す。撹拌型ボールミル1bは、上側被粉砕物入口４と、粉砕容
器２の反対側の中央部に配置され、かつ分離装置６が割り当てられた被粉砕物出口５とを
備える。分離装置６により、粉砕体Мが粉砕容器２内に引き留められる。撹拌型ボールミ
ル1bは、撹拌器３の撹拌シャフト３＊に結合された予粉砕装置７を更に備える。この予粉
砕装置７は、撹拌器３の撹拌シャフト３＊上に回転可能に配置された粉砕コーン８、及び
粉砕容器２に固定された粉砕リング９を含む。被粉砕物は、粉砕コーン８及び粉砕リング
９の間の粉砕ギャップＳに導入されることにより予粉砕され、その後、撹拌器３及び粉砕
体Мを使用した更なる加工が行われる粉砕容器２内に搬送される。その後に被粉砕製品は
、被粉砕物出口５を介して、撹拌型ボールミル1bから導出される。予粉砕装置７は、粉砕
チャンバ2Rに対する保護部を含むことにより、粉砕体が予粉砕装置内に逆流することが回
避される。
【００３２】
　本発明に係る予粉砕装置７（特に図６参照）は、固定的な第１粉砕手段20（図３参照）
、及び回転可能な第２粉砕手段30（図４参照）を含み、これら２個の粉砕手段20，30の間
に粉砕ギャップＳが形成されている。特に第１粉砕手段20は、いわゆる粉砕リング21とし
て構成され、第２粉砕手段30は、いわゆる細長円錐台31として構成されている。予粉砕装
置は、第２粉砕手段30の粉砕チャンバ2R側が第１粉砕手段20に少なくとも部分的に係合し
て粉砕ギャップＳが形成されるように、ミル内の被粉砕物入口４及び粉砕チャンバ2Rの間
に配置されている（図１、図２及び図６参照）。これにより、被粉砕物は、粉砕チャンバ
2R内に導入されるときに粉砕ギャップＳを通過しなければならず、その際に予粉砕される
。
【００３３】
　図３は、本発明に係る予粉砕装置が含む第１粉砕手段20の様々な説明図を示し、特に図
3Bは、図3Aに係る切断線A‐Aに沿う断面図を示す。第１粉砕手段20は、特に粉砕リング21
として構成されている。粉砕リング21の内周面24は、内歯26で構成されたいわゆる内歯シ
ステムを含む。
【００３４】
　図3Cは、粉砕リング21として構成された第１粉砕手段20の斜視図を示し、図3Dは、図3A
の詳細図を示す。この場合、特に内周面24における内歯システムが微細な内歯26により明
示されている。
【００３５】
　図４は、本発明に係る予粉砕装置が含む第２粉砕手段30の様々な説明図を示し、特に図
4Cは、図4Bに係る切断線A‐Aに沿う断面図を示す。また図4Dは、図4Cの詳細図を示す。更
に図4Eは、第２粉砕手段30における頂面DFの平面図を示す。
【００３６】
　第２粉砕手段30は、円錐台領域35、及び円筒状領域34を含む。円錐台領域35は、底面GF
、頂面DF、及び外側面AF35を含む。また円筒状領域34は、円錐台35の底面GFと同一の断面
又は直径を有する円筒状底面ZF、及び外側面AF34を含む。
【００３７】
　第２粉砕手段30は、第１外歯36及び第２外歯37を少なくとも部分的に有する。第２粉砕
手段30は、特に、第１材料厚さ及び／又は第１材料高さで構成された第１歯36を有する円
筒状の第１領域34と、第２材料厚さ及び／又は第２材料高さで構成された、第１歯36及び
第２歯37を有する円錐台状の第２領域35とを含む。この場合、第１材料厚さ及び／又は第
１材料高さは、第２材料厚さ及び／又は第２材料高さに比べて小さい。特に第２粉砕手段
30における微細な外歯36の第１材料厚さ及び／又は第１材料高さは、粉砕リング21におけ
る内歯26の材料厚さ及び／又は材料高さと少なくとも大部分で対応している（図３も参照
）。
【００３８】
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　第２粉砕手段30におけるいわゆる粗い歯37は、第２粉砕手段30における微細な歯36及び
／又は第１粉砕手段20又は第１粉砕リング21における微細な内歯26に比べて、予粉砕装置
７の入口領域にて大幅に厚く構成されている。更に、第２粉砕手段30における第２領域35
の粗い第２歯37はテーパ付けされている。この場合、歯の形状は、特に、第２粉砕手段30
の自由端領域方向、即ち粉砕リング21から離れた方向、又は円錐台35として構成された第
２粉砕手段30における第２領域の頂面DF方向にテーパ付けされている。
【００３９】
　好適な実施形態において、微細な歯36は、粗い外歯37の外側面上に亘って延びている。
第２粉砕手段30におけるこれら粗い外歯37により、被粉砕物における粗粒子がより良好に
捕捉され、予粉砕される。予粉砕装置全体は、可能な限りデッドスペースが形成されない
ように、被粉砕物入口４及び粉砕チャンバ2Rの間に配置されている（図２及び図６も参照
）。これにより、被粉砕物による粗粒子及び／又は不純物の詰まりが回避される。
【００４０】
　本発明の任意の実施形態において、粗い外歯37の外側面を画定する側面は湾曲している
。特に外側面を画定する側面の一方は、より大きく湾曲しているため、隣接する円筒状の
サブ領域34方向に外歯37が拡大している。
【００４１】
　図５は、第１粉砕手段20及び第２粉砕手段30の間における歯システムの詳細図、特に、
粉砕リング21における微細な内歯26及び第２粉砕手段30の円筒状領域34における微細な外
歯36を示す。これら微細な内歯26及び微細な外歯36は、大部分が互いに係合しているため
、粉砕ギャップＳが形成されている。この粉砕ギャップＳにより、粉砕リング21における
微細な内歯26及び第２粉砕手段30の円筒状領域34における微細な外歯36の間で最小間隔が
規定されるため、粉砕ギャップＳを介して粉砕チャンバ2R（図１，図２及び図６参照）内
に導入される被粉砕物が予粉砕される。微細な歯システム26，36を、粗い歯システム37、
特にテーパ付けされた粗い歯システム37と組み合わせれば、粗い製品成分、特に被粉砕物
中に異なる大きさの製品成分が含まれる場合に、より良好な導入挙動が生じる。更に、粗
い歯システム37によって、入口側により大きな歯丈が形成されている。従って、本発明に
係る予粉砕装置を使用すれば、より好適なポンプ作用及び／又は乱流が生じ、入口領域10
における製品の付着が回避される（図２及び図６参照）。
【００４２】
　本発明は、好適な実施形態に関連して記載してきたが、当業者であれば、特許請求の範
囲内で、本発明に変形や修正が適用できることは想到可能である。
【符号の説明】
【００４３】
１　撹拌型ボールミル
２　粉砕容器
2R　粉砕チャンバ
３　撹拌器
３＊　攪拌シャフト
４　被粉砕物入口
５　被粉砕物出口
６　分離装置
７　予粉砕装置
８　粉砕コーン
９　粉砕リング
10　入口領域
20　第１粉砕手段
21　粉砕リング
24　内周面
26　内歯
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30　第２粉砕手段
31　細長円錐台
34　円筒部又は円筒領域
35　円錐台領域
36　微細な歯
37　粗い歯
AF　外側面
ｄ　直径
DF　頂面
GF　底面
М　粉砕体
Ｑ　断面
Ｓ　破砕ギャップ/粉砕ギャップ
ZF　円筒状底面

【図１】

【図２】

【図３（Ａ）】

【図３（Ｂ）】



(11) JP 6182671 B2 2017.8.16

【図３（Ｃ）】
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【図４（Ｂ）】 【図４（Ｃ）】



(12) JP 6182671 B2 2017.8.16

【図４（Ｄ）】 【図４（Ｅ）】

【図５】
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